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株式会社日立総合計画研究所 吉田 健一郎 

 

要旨 

 

2024 年 7 月に発足した労働党のキア・スターマー政権は, 経済成長の達成を第１目標に

掲げると同時に, 英国をクリーンエネルギー超大国とすることも公約としている。このため

の手段の一つとして, スターマー政権は, 英国を国際的なサステナブル・ファイナンスのハ

ブとすることで経済成長と気候目標の達成を両立させ, 同時に産業戦略として金融サービ

スセクターの競争力強化を実現しようとしている。レイチェル・リーブス財務相は, 2025 年

7 月に金融サービスセクターの競争力強化策を発表し, その具体化に向けて動き出した。本

論文は, 「経済成長」と「脱炭素」というしばしば緊張関係にある目標を調整する手段とし

て, 英国がサステナブル・ファイナンスをいかに戦略的に活用してきたかを分析し, 英国の

サステナブル・ファイナンス政策が, 環境目標達成の一環であると同時に国家の産業戦略と

しての性格を持ち, 特にブレグジット後のロンドンの再定位と, 金融サービスセクターの

国際競争力を維持・強化する手段として機能していることを論じる。 

 

キーワード：サステナブル・ファイナンス, 英国, 国際金融センター, 金融サービスセク

ター, 競争力強化, 労働党 

 

１． はじめに 

 

過去 10 年間, 英国は激動と混迷の時代にあった。この間, 首相は実に 6 人に上り, 3 度の

総選挙が行われた。コロナ禍やウクライナ戦争といった外的ショックに加え, 与党保守党の

さまざまなスキャンダルや, 拡張的な財政政策発表による金融市場の混乱などを経て支持

率は低下し, ついには労働党に 17 年ぶりの政権交代を許すに至った。 

しかし, 411 議席を得て発足したキア・スターマー政権も決して順調な船出とは言えず, 

インフレ下で「生活費危機（Cost of Living Crisis）」に陥った国民生活の立て直しが急務と

なっている。米国で誕生した第 2 次トランプ政権による自国優先的かつ気候変動に後ろ向

きな政策がとられる中, 英国でも右派ポピュリスト政党の支持率が急伸し, 労働党は支持

率で逆転を許している。その結果として, 労働党の政策的な重点は, これまで主張してきた

積極的な環境目標の達成だけではなく, 経済成長をより重視したものへとシフトしている。 
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経済成長と脱炭素の関係を考えるうえで英国が独特であるのは, 英国が国際金融センタ

ーであるロンドンを有している点である。脱炭素投資に必要なサステナブル・ファイナンス

の促進は, グローバルな脱炭素の目標に資するだけでなく, 自国金融サービスセクターの

国際競争力強化と経済成長にも直結するという点で, 「経済成長」と「脱炭素」というしば

しば緊張関係にある目標を調整する手段となるからだ。 

この点, Z/Yen グループが発表している国際金融センター指数（GFCI）では, 英国は米国

に並び, 国際金融センターとして高い評価を得ているが, EU 離脱以降, 指数は低下した

（Z/Yen 2025a）。他方, 国際グリーン金融センター指数（GGFI）においては, 2018 年の指

標発表開始以降, 第 1 位の地位を連続して獲得しており(図 1), サステナブル・ファイナン

スのハブとして高い競争力を持っていることが分かる（Z/Yen 2025b）。 

 

【図 1: GFCI と GGFI の推移】 

 

（注）順位は直近の調査による。 

（資料）Z/Yen 2025a, Z/Yen 2025b 

 

本論文は, 英国のサステナブル・ファイナンス政策が, 気候目標達成の一環であると同時

に国家の産業戦略としての性格を持ち, 特にブレグジット後のロンドンの再定位と, 金融

サービスセクターの国際競争力を維持・強化する手段として機能していることを論じる。以

下、第二章では環境政策, 経済成長, サステナブル・ファイナンス, 国際金融センターのそ

れぞれの関係に関する先行研究について概観する。第三章では, サッチャー政権以降の英国

の気候政策と金融サービスセクター改革の展開をたどりつつ, その背景にあるブレグジッ

ト後のロンドンの再定位といった政治経済的転換に注目する。第四章では, 労働党政権の産

業政策の全体像について概観したうえで, 2025 年 7 月に発表された労働党政権の新しい金

融サービスセクター強化策について, サステナブル・ファイナンス戦略との関連や国際金融

センターの地位強化を中心に論じる。第五章はまとめである。 
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２． 先行研究 

 

2.1 脱炭素と経済成長 

 1972 年にローマクラブが「成長の限界」を発刊し, 1960 年代の経済発展ペースを続けれ

ば, 環境破壊が進み, やがて成長は限界に達すると指摘して以降（Meadows et al. 1972）, 経

済成長と環境保護のトレード・オフ関係については, 多くの研究がなされてきた。 

1987 年に「持続可能な開発」の概念を提起した国連の「環境と開発に関する世界委員会

（ブルントラント委員会）」は, その報告書の序文で「今, 私たちに必要なのは, 新たな経済

成長の時代である―それは力強いものであり, 同時に社会的にも環境的にも持続可能な成

長でなければならない。」と述べ, 両者のバランスをとることの必要性, 逆に言えばその難

しさを指摘している（World Commission on Environment and Development 1987）。 

 1990 年代に入ると, 経済発展が進めばやがては環境汚染も減少に向かうという考えが

Grossman and Krueger’s (1991)により提示され, 環境クズネッツ曲線（Environmental 

Kuznets Curve: EKC）仮説として提起された（Panayotou 1993)1。 

 EKC は成長の限界に対するアンチテーゼでもあり大きな注目を集め, Seldan and Song 

(1994), Cole et al.(1997)など, 実証分析が 1990 年代には幅広く行われた。ただし, 実証分

析の蓄積に伴って, その初期の統計的手法の頑健性に対する疑義が指摘されただけでなく, 

経済成長が進めば環境汚染が低下するという EKC 仮説は普遍的とは言えないとの批判もな

され, 2000 年代に入ると政策介入や制度設計の必要性が論じられることとなった（Dasgupta 

et al. 2002, Stern 2004, Carson 2010）。 

 90 年代は世界的にも脱炭素に向けた議論が進み, 1997 年には第 3 回気候変動枠組条約締

約国会議（COP3）で京都議定書が締結され, 2015 年の COP21 ではパリ協定へと続く。こ

の間, 各国では成長と脱炭素は矛盾するものではなく, 脱炭素により成長を促そうとする, 

グリーン成長論が進展し（OECD 2011, World Bank 2012, Stern 2006）, 各国政府はおおむ

ねこの方針に沿った脱炭素目標などの政策を加速させた。Capasso et al. (2019)は, 113 のグ

リーン成長に関する学術論文をレビューし, 複雑な問題に対処するためのコンピテンシー

と, 技術進歩をよりグリーンな技術へと方向づけることの必要性, その実現に向けた新し

い組織確立の必要性などを挙げている。 

グリーン成長論に対し, Rockström et al. (2009)や, Steffen et al. (2015)らによりプラネタ

リー・バウンダリーの考えが提唱され, さらに経済成長のペースよりも二酸化炭素排出のペ

ースを抑える相対的デカップリングすら世界は達成できておらず, 無限の成長を追い求め

 

1 クズネッツ曲線とは、本来経済発展と所得分配の不平等性を図示した曲線で、経済発展が進む初期には

不平等が進むが、経済発展に従ってその不平等性は緩和され、経済発展を横軸に、所得不平等性を縦軸に

その関係を調べると、逆 U 字型になることを示したものである（Kuznets 1965, 1966）。これに対して

EKC は縦軸を環境汚染の度合いに置きかえて、同様の逆 U 字カーブの存在を指摘したものである。 
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るべきではないという脱成長も論じられた（Jackson 2009 , Kallis et al. 2012, 斎藤 2020）。

現在, グリーン成長をめざす動きは各国政府においては主流化しており, その点において

は, 本論文の事例研究対象である英国を含め, グリーンをてこにした成長拡大は, 先進国政

府を中心とした共通認識となっている。 

 

2.2 サステナブル・ファイナンスと経済成長 

 2015 年９月には国連サミットで持続可能な開発目標（SDGs）が, 同年 11 月にはパリ協

定により長期的な 1.5℃目標が定められたことで, 世界各国は 2050 年までのネットゼロ達

成を政策目標として相次いで掲げることとなった。しかし, IEA(2023)が指摘するように, ネ

ットゼロの達成に向け 2030 年までに必要な投資額は 5 兆ドル/年に達し, 大きなファイナ

ンス・ギャップの存在も同時に指摘されるようになった。そのため, 2010 年代に入り, 気候

変動問題を含めた SDGs 課題を解決するためのサステナブル・ファイナンスの重要性がよ

り広く認識されるようになった。2006 年から国連が ESG を投資プロセスに組み入れる責

任投資原則(PRI)を提唱したこともあり, 2010 年代に入ると ESG 投資は増加した。 

 ESG 投資に関する初期の先行研究としては, ESG 投資と企業の財務パフォーマンスとの

関係性に関するものが多く, Friede et al.(2015)は 1970 年代以降の 2,200 の文献を分類し, 

ESG 投資と企業の財務パフォーマンスに関して約 90％が正の関係性があることを示した。

また, Sachs et al.(2019)は, SDGs の目標達成のためには, グリーン・ボンドやグリーン・バ

ンク, 炭素市場など, グリーン・ファイナンスのツールを使ってグリーン投資を進めていく

ことが必要であると述べている。 

 近年のグリーン・ファイナンスに関する論文については, イノベーション, 経済成長, 持

続的開発目標との関係に注目した分析が行われることが多い（Marín-Rodríguez et al.  

2024）。例えば, グリーン・ファイナンスとイノベーションとの関係について, Yu et al. 

(2021)や Irfan et al.(2022)は, グリーン・イノベーションにおける政府の役割の重要性や, 

地域別にみたイノベーションへの効果には差異がある点などを指摘している。 

成長との関係について, Wolf et al(2023)は, 規制上の課題や市場の非効率といった問題は

あるものの, グリーン・ファイナンスは環境投資の促進を通じて経済成長をもたらしうるこ

とを示している。国や地域における関係をみた研究も多く, Zhang et al. (2021) では, 一帯

一路諸国への教育や研究開発にかかる公共投資が, グリーン・ファイナンスを通じて各国の

経済成長に正の影響をもたらしていることを示した。Zhou et al. (2022)や Jiakui et al. (2023)

は, 中国の州ごとのデータを用いて, フィンテックの発展が地域の成長に与える影響を分

析し, 地域ごとに違いがある点を指摘している。Nenavath and Mishra(2023)は, グリーン・

ファイナンスとフィンテックが, インド各州の成長にプラスの影響をもたらしたことを示

した。 

持続的開発との関係について, Wang et.al(2022)は, 一定の期間で区切るとグリーン・フ

ァイナンスが持続的開発に正の影響を及ぼしていることを明らかにした。また, Peng(2024)
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は, 420 人の起業家への調査を通じて, グリーン・ファイナンスの活用が財務パフォーマン

スの向上や組織の頑健性の向上, ステークホルダー満足度への好影響, イノベーションの

促進, コスト効率化, 長期的な持続的成長の促進などにつながることを示した。 

 このように, グリーン・ファイナンスと経済成長の間にはおおむね正の関係があるとの見

方がコンセンサスとなっているとみられる一方で, その影響度については国や地域ごとに

違いがみられる点や, フィンテックなどテクノロジーの効果とも相乗的に語られる点が多

いことも特徴といえる。 

 

2.3 国際金融センターとサステナブル・ファイナンス 

 サステナブル・ファイナンスへの取り組みが広がる中, 各国の国際金融センターは地域に

おけるサステナブル・ファイナンスの中心となるべく取り組みを進めている。 

 ロンドンが国際金融センターとしての地位を固めたのは 200 年以上前のことであり, ビ

クトリア朝時代にはすでに国際金融センターとして栄えていた（Cassis 2006, Bagehot 

1873)2。19 世紀から 20 世紀初にかけてのロンドンは, Hall(1966)が指摘する政治と経済の

中心としての世界都市（World City）であり, 帝国の首都であるが故に国際金融センターと

しても発展した。 

 ２度の世界大戦を経てこうしたロンドンの優位性は一時低下したものの, 1960 年代に入る

とユーロダラー市場の発展を契機として米国の銀行や証券業者がヨーロッパで支店の数と

規模を増大させた（Kindleberger 1974）。80 年代にはグローバル化という外部環境の変化

が起こり, 国際資金フローの欧州における結節点として, ロンドンの重要性は高まった。 

グローバル化により世界経済の一体性が強まったことで, その中でロンドンなど世界都

市を新たに定義づけようとする動きが進み , Friedmann（1986 ）や  Friedmann and 

Wolff(1982)は「世界都市仮説(World city hypothesis)」を提唱し, 世界経済システムにおけ

る労働分業の中で, 各国家や圏域, 都市が捉えられるようになった。こうした中で Sassen et 

al.(1984)や Sassen(1991)は, フリードマンらの世界都市仮説を定式化し, 「グローバル・シ

ティ（Global City）」の概念を提案した。 

Beaverstock et al.（1999）は Sassen(1991)の分析をベースとして世界の 122 都市につい

て, 会計, 広告, 銀行, 法務という四生産者サービスのカテゴリーについて 3 段階（3, 2, 1

にスコアリング）評価を行いそれらを集計した。その結果, 世界都市として最高得点を得た

のはロンドン, パリ, ニューヨーク, 東京の各都市であった。 

 近年では, 国際金融センターがサステナブル・ファイナンスを国際的に推進していく取り

組みが進んでいる。契機となったのは, 2017 年６月にイタリアのボローニャにて開催され

た G7 環境大臣会合であり, 同会合では金融センターが資本の配分において極めて重要な役

 

2 エコノミスト誌の編集長であったウォルター・バジョットは、19 世紀のロンドンを「経済的な力と敏

感さの組み合わせが抜群に優れている、世界史上随一の存在」と述べている。 
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割を果たすことが確認された。そのうえで, 金融センターの国際的ネットワークの創設が合

意され, 翌 2018 年にはグローバルなサステナブル・ファイナンスを推進する国際金融セン

ターのハブである「サステナブル・ファイナンスに関する国際金融センターネットワーク

（FC4S）」が創設され, 「サステナブル・ファイナンスの主流化」が提唱された（UNEP  

2017）。 

 このように、近年は国際金融センターの発展にサステナブル・ファイナンスを結び付ける

動きが進んでいるが, 国際金融センターを有する各国が具体的にどのような政策を取り, 

サステナブル・ファイナンスの拡大によって, ネットゼロに貢献し, かつ経済成長を同時に

遂げようとしているのかを, 事例研究として行った分析例は多くはない。本論文は, 政治, 

経済, 環境, 金融が交錯する英国の事例を分析することで, 同国のサステナブル・ファイナ

ンス政策が, 環境政策であると同時に産業戦略としての性格を持ち, 金融サービスセクタ

ーの国際競争力を維持・強化する手段としても機能していることを論じる。 

 

３． 英国の環境政策と産業政策の変遷 

 

3.1 黎明（れいめい）期の環境政策（サッチャー政権からブラウン政権まで） 

3.1.1 保守党政権時代（1979-1997） 

 英国の環境に対する取り組みが本格化する転機となったのは, 保守党のマーガレット・サ

ッチャー首相が 1988 年に英王立協会で行った気候変動に関する演説である3。演説の中で

サッチャー首相は, 「長年にわたり, 人間の活動が地球のシステムや大気の基本的な均衡を

乱すことはないと考えられてきました。しかし今や, 人口の増加, 農業の進展, 化石燃料の

利用といった巨大な変化が非常に短期間に集中したことで, 私たちは知らぬ間にこの惑星

のシステムそのものに対して大規模な実験を始めてしまったのかもしれません。」と述べ

（Margaret Thatcher Foundation 1998）, 気候変動対策を重視する姿勢を明確に示すメッセ

ージを国内外に送った。その後, サッチャー政権は, 国内での制度構築を開始し, 1990 年に

は環境白書が発行された（UK Parliament 1990）。 

しかし, 環境政策の推進に対しては懐疑的な見方も少なからずあった。環境政策が経済に

与える影響について, 政府が環境学者であるピアース教授に委託して 1989 年に作成され, 

経済成長と環境保全は矛盾しないとしたピアース報告書の発表に際し（Pearce et al. 1989）, 

ナイジェル・ローソン財務相は, クリストファー・パッテン環境相に宛てた手紙の中で「持

続可能な開発は実行可能な概念かもしれないが（実際には）成り立たない」と述べ, 環境税

などの導入が英国の産業競争力に与える悪影響について, 強い懸念を示している（Margaret 

 

3 新自由主義的政策の推進により, 金融規制緩和を通じて英国病からの脱出をめざしてきたサッチャー首

相は, 就任当初は気候変動問題への関心は薄かった（Agar 2019）。しかし, 自身が科学者で, 科学的な意

見に対する信頼が高かったことや, 酸性雨やオゾンホールの問題などに対する国際的な関心が高まってき

たことなどを背景に意識は変化した。 
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Thatcher Foundation 1989）。この時期の英国は,環境政策の重要性を認識しつつも, 環境政

策の黎明期であり, 英国病からようやく抜け出たばかりであり, 経済重視の意識も強かっ

たとみられる。また, 産業競争力への影響については, 製造業への悪影響が中心で, 金融サ

ービスセクターの競争力強化には言及がなされていない。 

 

3.1.2 労働党政権時代(1997-2010) 

 1997 年 5 月に発足した労働党のトニー・ブレア政権は, 「ニュー・レイバー（新しい労

働党）」を掲げ, 国民の高い支持を得て誕生した。環境政策についても EU の中で英国が中

心的な役割を担うという大方針の下 , 「新しい環境国際主義（A new environmental 

internationalism）」が掲げられた。COP3 で京都議定書が採択されると, 英国も 2012 年ま

でに温室効果ガス（GHG）を 1990 年比で 12.5%削減する目標を追加した。 

京都議定書の採択を受け, 翌 1998 年 3 月に, ゴードン・ブラウン財務相は英国航空の

会長で, 英産業連盟（CBI）の前代表でもあったマーシャル卿に対し, エネルギーの産業界

での効率的な利用を実現するための経済的手法に関する調査を委託し, 同年 11 月には「経

済的手法と産業部門におけるエネルギー利用（Economic Instruments and the Business Use 

of Energy）」に関する報告書, いわゆる「マーシャル・レポート」が作成された（National 

Audit Office 2007）。同レポートは, 効率的なエネルギー利用を促進するための政策として, 

産業および商業部門のエネルギー消費に課税する気候変動税（Climate Change Levy）や, 政

府が業界および個別事業者との間に, エネルギー消費量および二酸化炭素排出量の絶対量・

原単位に関する目標を設定し, 目標を達成すれば気候変動税の 80%減税を適用するという, 

気候変動協定（Climate Change Agreement）を結ぶことが提案された。 

さらに 2007 年にブレア政権の後を継いで誕生したブラウン政権は, 「2008 年気候変動

法」を成立させた。同法が画期的であった点は, GHG 排出削減を世界で初めて法的に義務

付けたことに加えて, 脱炭素の 5 年ごとの削減の目標を示したカーボン予算の作成や, 気

候変動への取り組みに関するチェックを行い, 独立機関である気候変動委員会（Climate 

Change Committee, CCC）などが設置された点であろう4。ブレア o およびブラウンの労働

党政権下では, エネルギーの効率利用を通じた産業面での悪影響の抑制などを念頭に置き

つつも, より, 環境問題に軸足を置いた政策が取られ, 現在に至る環境政策の制度的枠組み

が整えられたと考えられよう。 

 

 

 

4 CCC は, 英国および先進国政府に対して排出目標を助言することを責務とし, GHG 排出削減の進捗

（しんちょく）状況と気候変動適応の準備に関する進展を英国議会に対して毎年報告することとなった。

なお, 気候変動法第 4 条により, 政府は該当するカーボン予算が始まる年の 12 年前の 6 月末までにカーボ

ン予算を設置する必要があり, 例えば 2033－37 年の直近の第 6 次カーボン予算は, 2021 年 6 月 30 日に

法制化された。 
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3.2 危機の時代における環境政策（キャメロン政権からメイ政権まで） 

3.2.1 キャメロン政権：世界金融危機で経済重視思考が強まる（2010-2016） 

 2010 年に英国初の連立政権として発足した保守党のデイビッド・キャメロン政権も当初

は気候変動対策に積極的であった5。2011 年 5 月には 2023～2027 年の第 4 次カーボン予

算策定に向けた勧告が CCC から行われ, 2050 年の 1990 年比▲80％という当時の目標達成

に向け, 2030 年までに同▲50％の削減が定められた。  

しかし, この時期, 世界はリーマンショック直後であり, さらに欧州においてはギリシャ

の財政赤字の上方修正を契機とした債務危機が発生していたことから, 英経済は悪化し, 

2011 年の実質 GDP 成長率は 1.1％にとどまった。このため, 経済成長と気候変動のバラ

ス上は, 経済成長がより強く意識されることとなり, かつ保守党内の EU 懐疑派からは離脱

論が強まった。キャメロン首相は 2013 年に保守党が次回総選挙で単独過半議席を得た場合

には EU 離脱の是非を問う国民投票を行うことを表明した。  

予想外に総選挙で保守党単独政権が実現すると, 経済成長を重視する傾向が強まり, 新

たに気候変動担当大臣となったアンバー・ラッド氏は, 就任直後の 7 月に行われた演説に

おいて, 気候変動対策とは経済安全保障を確保するためのものであり, 「もしわれわれが経

済的繁栄を維持するために気候変動対策を行うなら, 気候変動対策は成長促進的, ビジネ

ス促進的（pro-growth, pro-business）でなければならない。」と述べている（DECC 2015）。 

国際舞台に目を向けると, 2015 年は重要な年であり, SDGs が国連で採択され, COP21 で

はパリ協定が締結された。キャメロン首相は, 英国が COP21 をけん引していく旨を表明し

ていたものの, この時期は徐々に CCC による厳しい排出削減の目標と経済成長の両立が難

しくなってきた時期とも重なり, それ故に, キャメロン政権を引き継いだメイ政権では, 環

境政策における経済成長の要素が再び強くなってきたと捉えられよう。 

 

3.2.2 メイ政権：産業戦略の一環として初のグリーン・ファイナンス戦略が策定(2016-2019) 

2016 年 6 月に行われた EU からの離脱の是非を問う国民投票で離脱が選択されると, 残

留キャンペーンのリーダーであったキャメロン首相は辞任し, 翌７月にはテリーザ・メイ政

権が誕生した。政権の中心課題は EU との離脱交渉であったが, 環境政策としては 2015 年

12 月のパリ協定合意を受け, 2017 年には GHG の削減を進めながら経済成長をめざすクリ

ーン成長戦略が, 新設のビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）主導で策定された。ク

リーン成長戦略では, 「『クリーン成長』とは, GHG 排出を削減しながら国民所得を増加さ

せることを意味する。クリーン成長を実現しつつ, ビジネスや消費者にとって手頃なエネル

 

5 キャメロン首相は, 自身の政府を「英国史上最もグリーン」とする旨を表明し, 気候変動に積極的であ

った連立相手の自由民主党がエネルギー・気候変動担当大臣のポストを得たこともあり, 当初は積極的な

気候変動対策が採られた。 
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ギー供給を確保することが, 英国の産業戦略の核心である。」旨が明記され, 脱炭素による

クリーン成長が, 産業戦略として明記された（HM Government, 2017）。 

その後, 2019 年 5 月に CCC が 1.5℃目標の達成には 2050 年までのネットゼロ達成が必

要, との助言を行うと, 翌 6 月には G20 諸国では初となる 2050 年までのネットゼロ義務の

法制化が進められ, 気候変動法が改正されるなど, 重要な変更が行われている。 

2019 年 7 月には, 英国初の包括的なグリーン・ファイナンス戦略が発表された（HM 

Government 2019）。同戦略は, ①民間部門の資金の流れを, 政府の行動によって支援され

たクリーンで環境的に持続可能かつ強靱（きょうじん）な成長と一致させることと, ②英国

の金融サービスセクターの競争力を強化することの 2 点が, 目的として明示的に掲げられ

た点が特徴である。 

同時に, この目的を達成するための手段として「Greening Finance（グリーンな金融シス

テム構築）」, 「Financing Green（環境分野への融資加速）」, 「Capturing the Opportunity

（機会をつかむ）」という 三つの戦略が提示された6。このうち, 「Capturing the Opportunity」

とは, 国際金融センターである英国が, グリーン・ファイナンスの分野でもグローバルなハ

ブをめざそうとする戦略である。 

以上のようにメイ政権の時代から成長を実現するための産業戦略としての環境政策が英

国内では意識され始めるようになり、その一つの柱として、金融サービスセクターの競争力

強化がグリーン・ファイナンスを通じて明示的に環境政策と結び付けられるようになった。 

 

3.3 ブレグジット後の環境政策(ジョンソン政権からスナク政権まで) 

3.3.1 ボリス・ジョンソン政権：英国はグリーン・ファイナンスの世界のハブをめざす(2019-2022) 

メイ首相のブレグジット交渉が保守党の内部分裂により挫折すると, 離脱派のリーダー

であった, ボリス・ジョンソン氏が政権を発足させた。ジョンソン首相は 2019 年 12 月に

行われた総選挙で勝利すると, ブレグジット交渉を一気にまとめあげ, 1 年の移行期間を経

て 2021 年 1 月 1 日に英国は EU を離脱した。 

環境政策面では, ジョンソン首相は, 移行期間中の 2020 年 11 月に「グリーン産業革命を

推し進めるための 10-Point Plan」を発表した（HM Government, 2020a）。本政策は, 2019

年に 2050 年までの目標が 1990 年比▲80％から, ネットゼロに変更されたことに対応する

もので, クリーンエネルギー（洋上風力, 水素, 原子力）や電気自動車（EV）の増強, 路上

交通や航空・船舶の脱炭素化, 住宅のグリーン化, CO2 の回収貯蔵, 植樹, 技術革新・投資

などの 10 項目に対し 120 億ポンドを支出するという計画で, 25 万人の雇用創出をめざすも

のであった。ここでも, 環境政策と同時に雇用創出に主眼が置かれている点が特徴である。

 

6 ここで言う, 「Greening Finance」とは, 気候変動に関するリスクと機会を投資の意思決定に組み込む

（align）ような制度設計の構築のことであり, 投資家に対する金融機関の情報開示が中心となる。他方, 

「Financing Green」とは, 環境に対応できる持続的な発展に向けたリアルな投資を増やしていくために, 

資金を融資することである。 
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また, 正式な EU 離脱を前に, サステナブル・ファイナンスに関しても, EU 基準ではなく, 

気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）に沿った形とすることで, 英国を世界的な

グリーン・ファイナンスのリーダーとするという方針が示された。2020 年 10 月に予定され

ていた COP26 が 1 年延期されるなどのハプニングもあったが翌 12 月にはエネルギー白書

「Powering our Net Zero Future」も発表され, 10-Point Plan に基づく 2050 年のネットゼ

ロ達成をめざした長期戦略が示された（HM Government, 2020b）。 

10-Point プランの発表とほぼ同時期となる 2020 年 11 月に, 政府は金融サービスセクタ

ーの競争力強化策についても発表した。翌 2021 年 7 月に詳細については発表され, EU 離

脱後の新たなビジョンとして「金融サービスの新章（A new chapter for financial services）」

が発表され, ①オープンでグローバルな金融のハブ, ②テクノロジーとイノベーションの

最前線に位置するセクター, ③グリーン・ファイナンスの世界的リーダー, ④資本の有効活

用を促進する競争力のある市場, という四ビジョンが掲げられた（HM Treasury 2021）。そ

のうえで, 2021 年 10 月にはグリーンな金融システム構築に向けたロードマップを発表し, 

TCFD に沿った形での企業やアセットマネージャ・アセットオーナー, 投資商品に関する情

報開示基準であるサステナビリティ情報開示要件（SDR）を提言し, 金融のグリーン化に向

けた第 1 フェーズとした（HM Government 2021）。 

2021 年 10 月 31 日～11 月 13 日にかけて英国グラスゴーで開催された COP26 は, コ

ロナ禍により開催は 1 年遅れてしまったものの, その分, 入念な準備ができただけでなく, 

米国でバイデン政権が誕生し, パリ協定への復帰を宣言したことで, その重要性を増した。

グリーン・ファイナンス分野では, スナク財務相が 11 月 3 日のファイナンス・デイに行っ

た演説が重要で, 同財務相は上記の金融サービスセクターのビジョンに基づいて, 「英国が

初のネットゼロ金融センターになる」という目標を世界に宣言し, ネットゼロ移行計画の開

示枠組みなどを検討する移行計画タスクフォース（TPT）の設立も発表された。 

この時期, EU を正式に離脱した英国は, EU 規則に当初はあわせながらも, 英国版タクソ

ノミーの策定など, 徐々に自国の状況や戦略に合わせた形で, サステナブル・ファイナンス

戦略についても再構築していこうという姿勢が表れ始めていた。 

 

3.3.2 リシ・スナク政権：グリーン・ファイナンスへの積極姿勢が強まる(2022-2024) 

金融市場の混乱を招いて辞任したリズ・トラス首相の後を受け, 2022 年 10 月に誕生し

たリシ・スナク政権は, 2023 年 3 月に包括的なエネルギー政策である, 「パワリングアッ

プ・ブリテン」を発表した。同政策は, 2023 年に新設されたエネルギー安全保障・ネットゼ

ロ省（DESNZ）が作成し, 44 の政策文書, 総計 2,840 ページに及ぶとされる（Carbon Brief 

2023）。本政策の特徴はエネルギー安全保障への重点が強まった点であり, ウクライナ戦争

を契機として, 経済安全保障を確保しつつ, ネットゼロを達成し, かつ経済成長も同時に実

現することを狙うものであった。そのためには再生可能エネルギーの推進が必要, とされた

（HM Government 2023a）。 
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パワリングアップ・ブリテンは, 大きく二つの柱からなる。第一は, 長期的な脱炭素を達

成すると同時に英国の競争力を強化し, 経済の底上げを狙った「ネットゼロ成長計画」であ

り, 第二は, エネルギー供給の安定性を確保し, 輸入燃料への依存低減をめざす「エネルギ

ー安全保障計画」である。前者では洋上風力や太陽光, 水素, CCUS, 断熱強化, SMR 支援と

いったネットゼロ達成に向けた投資計画が示され, 後者ではエネルギーコストの低下をめ

ざして LNG 供給拡大や配電ネットワークの近代化, 水素エネルギーの導入加速などが挙

げられている。 

グリーン・ファイナンス戦略に関する積極的な方針は踏襲され, 2023 年 3 月に, スナク政

権は 2019 年のグリーン・ファイナンス戦略をアップデートし, 「グリーン投資の動員：

2023 年グリーン・ファイナンス戦略（Mobilizing Green Investment：2023 Green Finance 

Strategy）」を発表した（HM Government 2023b）。この新戦略は, 「パワリングアップ・ブ

リテン」など, 複数の政策パッケージを構成するスナク新政権の環境対応政策パッケージの

一つとして発表されている。 

新戦略の目標は, ①英金融サービスの成長と競争力の強化, ②グリーン経済への投資, ③

金融の安定, ④自然保全と気候適応の組み込み, ⑤気候と自然目標の達成に向けた国際金

融フローの組み込み, の 5 点が挙げられた。2019 年のグリーン・ファイナンス戦略と比較

すると, 金融サービスの競争力強化が第一に取り上げられている点や, 自然資本に関する

項目が明示的に組み込まれた点などが違いとしては挙げられ, 金融サービスセクターの競

争力強化策としての位置づけが強まった。 

スナク政権が発足した際には, ウクライナに対するロシアの侵攻や, 第 2 次トランプ政権

の誕生など, 地政学情勢の不安定性が高まる中で, エネルギー安全保障の強化が必要にな

り, またコロナ禍からようやく世界経済が立ち直りつつある中で起きたインフレが, 国民

生活を大きく圧迫し始めていた。このため, 成長と安全保障のバランスの中で環境政策を進

める必要性が高まり, その中でサステナブル・ファイナンスの産業競争力強化戦略としての

必要性は, より明確になっていった。 

 

４． 労働党新政権の産業戦略とサステナブル・ファイナンス 

 

4.1 キア・スターマー政権は経済成長を第 1 として環境投資を成長の柱に(2024-) 

 2024 年 7 月の総選挙で「変革」を掲げて勝利し発足した労働党のキア・スターマー政権

は, 経済成長を政策の第 1 目標に掲げ, 同年 12 月には政策綱領である「Plan for Change」

を発表, 経済成長の起動（Kickstart economic growth）, NHS の再建と待機削減（Build an 

NHS fit for the future）, 安全な社会（Safer streets）, 機会への壁を打破（Break down the 

barriers to opportunity）英国をクリーンエネルギー超大国へ（Make Britain a clean energy 

superpower）の五つを政策の柱とした（HM Government 2024a）。 

 環境政策について, スターマー政権は 2030 年までの電源の脱炭素と, COP29 にあわせて
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2035 年までの NDC として, GHG の 1990 年比 81％の削減を発表した。また, 公約の実現

のビークルとして, スターマー政権は国営エネルギー会社である GB エナジーと, 脱炭素投

資の促進を担う国富ファンド（NWF）を設立した。さらに, 官民でのネットゼロを進める取

り組みとして, ネットゼロ評議会を 2024 年 12 月に拡大して再開した。同評議会は, エド・

ミリバンドエネルギー安全保障・ネットゼロ相と, 英コーポラティブグループのシャリー

ン・クーリー＝ハク CEO が共同議長を務め, クリーンエネルギーへの移行が政府の「Plan 

for change」の一部として経済成長を促進し雇用を生み出す方策について検討している7。 

 サステナブル・ファイナンスと経済成長の関連で注目されるのは, リーブス財務相が歳出

報告で発表した 5 年間で総額 1200 億ポンドの公共投資計画で, なかでも新設された 278 億

ポンドの NWF による環境投資と, 国営エネルギー会社である GB エナジーによる電源脱炭

素に向けた動きであろう。この点では, 環境投資の拡大に伴う中期的なグリーン成長の促進

が政権の成長戦略の中心となっており, 競争力強化に向けた産業戦略と環境政策の一体感

は強い。 

 経済成長を実現するための産業政策として, 政府は 2024 年 10 月には産業戦略緑書であ

る「Invest 2035」を発表した（UK Government 2024）。緑書の中では, 中期的な成長をけん

引するセクターとして, ①先進製造業, ②クリーンエネルギー産業, ③クリエイティブ産業, 

④国防, ⑤デジタル・テクノロジー, ⑥金融サービス, ⑦ライフサイエンス, ⑧専門・ビジネ

スサービスの八つの産業（IS-8）が特定された。金融サービスセクターはこの IS-8 の一角

に挙げられ, 緑書では「ネットゼロ移行に向けた数百億ポンドの資金需要を満たし」, 「英

国経済全体に成長をもたらす核となる役割を果たす」と, そのグリーン成長に向け果たすべ

き役割について述べられている。 

次いで, この緑書を土台として, 2025 年 6 月には 2035 年までを見据えた産業政策であ

る「The UK’s Modern Industrial Strategy」が発表され, IS-8 についてより具体的な政策が示

された。金融サービスセクターに関しては, 「世界で最も革新的であらゆるサービスを提供

できる金融センターとなる」旨が明記された（UK Government 2025a）。 

産業戦略発表と同時期にミリバンドエネルギー安全保障・ネットゼロ相は, ロンドン中

心部のギルド・ホールで演説を行い, ロンドンを世界のサステナブル・ファイナンスの首都

として, クリーンエネルギーへの民間投資の拡大を進める旨を表明している（DESNZ 

2025）。産業政策を担当するビジネス貿易省と, 環境政策を担うエネルギー安全保障・ネッ

トゼロ省, およびその資金をファイナンスする財務省は, 連携し, 長期的な成長に向けた計

画が立てられていることが分かる。そして, サステナブル・ファイナンスはその重要な柱の

 

7 労働党政権は, 気候変動対策について保守党政権以上に積極的と捉えられるが, 2023 年の党大会で述べ

ていた年間 280 億ポンドをネットゼロ達成のために使う, という選挙前の目標からはトーンダウンした。

背景には, 労働党内部での経済重視派と環境重視派の対立もあったとみられる（FT 2024）。結果として, 

2024 年 10 月に発表された秋季財政報告では, 環境関連支出は巨額ではあるものの, 当初の目線からは縮

小されている。 
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一つとして位置づけられることとなった。 

4.2 リーブス財務相は新たな金融サービスセクターの競争力強化戦略を発表 

 産業戦略の一部として IS-8 の一角に挙げられた金融サービスセクターでは、その競争力

強化策について, 2024 年 11 月に財務省から「金融サービスの成長と競争力強化戦略：

Financial Services Growth and Competitive Strategy」が発表され, パブコメにかけられた。

そして, 2025 年 6 月の産業政策発表を経て, 同年 7 月にリーブス財務相がロンドン中心部

のマンションハウスにて演説を行い（HM Treasury 2025）, その概要が発表された。 

 同戦略は, その柱として, ①競争的な規制環境の醸成, ②金融サービスにおける英国の世

界的なリーダーシップの発揮, ③イノベーション促進と英国のフィンテックにおけるリー

ダーシップの活用, ④個人投資文化の構築と英国資本市場を通じた繁栄の実現, ⑤必要な

スキルと人材による英国金融サービス部門の整備の５点を掲げた（UK Government 2025b）。 

このうち, ①競争的な規制環境の醸成については, 規制の負担を低減し, 規制を通じて成

長と競争力を強化することを目的としており, 例えば起業における規制面での対応の迅速

化や重複した手続きの撤廃などが挙げられている。 

 そのうえで, 金融サービスセクターの中で成長機会の大きい優先的な産業として, （ⅰ）

アセットマネジメントとホールセールサービス, （ⅱ）保険・再保険市場, （ⅲ）サステナ

ブル・ファイナンス, （ⅳ）フィンテック, （ⅴ）リテール投資を含む資本市場という, 五

つの産業が挙げられ, サステナブル・ファイナンスはここで産業戦略に明示的に組み込まれ

た。 

 サステナブル・ファイナンスに関しては, 英政府がその世界的なリーダーであり続けるこ

とにコミットすると同時に, 規制面での対応として, サステナブル情報の具体的な開示基

準であるサステナビリティ報告基準（SRS）について, さらに歩みを進め, パリ協定の 1.5℃

目標の達成に資することを目的としている。一方で, これまで進めてきた英国版グリーン・

タクソノミーの作成については, コンサルテーションの反応を受けて, 事実上作成を停止

することを決めた。これは, 英国が独自のタクソノミーを作ることの意義が本当にあるのか

といった点や, それよりもセクターごとの移行計画作成を重視すべきといった意見などが

みられ, 反対およびどちらとも言えないという意見が, 賛成意見を上回ったためである。 

 さらに, 国際金融センターの機能強化という観点からは, 「②金融サービスにおける英国

の世界的なリーダーシップの発揮」の項目にてその戦略に言及している。この点では, その

政策として, 国境を越えた金融フローの促進と英国のグローバル市場へのアクセス強化, 

国際的な金融規制・基準の維持と形成, 海外企業による英国経済への投資と取引を促進, 将

来の金融サービス機会を捉えるため, 英国の国際金融センターを「グローバルな公共財」と

して主導的に推進などが, 将来的な狙いとして挙げられている（図２）。 
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【図 2：労働党の金融サービスセクターの競争力強化戦略の概要】 

 

（注）筆者による抜粋 

（資料）HM Treasury(2025b) 

 

５． おわりに 

 

 以上, 本論文では, サッチャー政権以降の英国の環境政策と成長戦略, 金融サービスセク

ターの競争力強化策について確認し, 近年産業政策としてのサステナブル・ファイナンスの

重要性が高まってくる過程を確認した。 

中道政党による二大政党制をおおむね維持してきた英国の場合, 保守党政権下でも労働

党政権下であっても, 環境政策に積極的な姿勢と, 国際金融センターであるロンドンの地

位向上を通じて金融サービスセクターの競争力を高めていこうとする姿勢や, フィンテッ

 . 競争的な規制環境の醸成

要点
安定的で予見可能性の高い規制環境を構築し、規制負担を減らすことで成長
と競争力強化を支援する

重要施策
5つの優先分野（アセットマネジメント、保険・再保険、サステナブルファイナン
ス、フィンテッ 、リテ ル投資など）を定めて優先的に対応

その他
サステナブル・ファイナンス分野ではUK SRSを進めて報告基準を明確化。一
方でUKタ ソノミ はコンサルティングを経て検討を停止

2. 金融サ ビスにおける英国の世界的なリ ダ シップの発揮

要点
金融市場の開放性と、米、EU、スイスなど他国との合意などを通じ、世界公共
財としての国際金融センタ としての地位を強化する

重要施策
金融サ ビス投資局を開設し、投資家を誘致・支援するコンシェルジ サ ビ
スの開始

その他
英国は、世界的なサステナブル・ファイナンス・ハブとしての地位を維持する
ため、国際的なネットワ  を活用

3. イノベ ション促進と英国のフィンテッ におけるリ ダ シップの活用

要点
世界で最も先進的なテ ノロジ をもつ金融センタ として、フィンテッ ・ス
タ トアップをリ ドする

重要施策
金融サ ビス分野を含む優先分野に研究開発資金を提供し、英国をA 投資
で世界最高の国にする

その他 規制当局と協同してスタ トアップをより容易にする

4. 個人投資文化の構築と英国資本市場の拡大を通じた繁栄の実現

要点 資本成長のハブであり続け、中小企業に対しても資金調達機会を提供する

重要施策 上場ル ルの近代化や、官僚主義の排除による調達コストの削減

その他  SA改革などを通じた個人投資の支援

5. 必要なスキルと人材による英国金融サ ビス部門の整備

要点 金融サ ビス産業の競争力を支える人材育成と国際人材の誘致

重要施策
高スキル人財が英国で働くことを可能にするグロ バル・タレント・ビザの簡
素化と改善などビザの拡大

その他 金融サ ビス分野における多様性と包摂性の推進
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クなど金融テクノロジーを推進していこうとする姿勢などは変わらない。 

しかし, 労働党政権では, サステナブル・ファイナンスが, 10 年間というより長期的な経

済成長の目線からシステマティックに産業政策の一部として組み込まれ, かつそのための

ビークルとして国富ファンドを設立するなど, 相対的に国家関与が強い形でサステナブル・

ファイナンスの拡大をめざしている点は, 一つの特徴といえる。また, ロンドンにサステナ

ブル・ファイナンスを含めた「グローバルな公共財」としての位置づけを与えることで, EU

規制にとらわれない形でオープン性を重視しながら, ブレグジット後のロンドンの再定位

を進めている点も特徴であろう。 

金融センターとしてのサステナブル・ファイナンス重視は英国だけの話ではなく, 例えば

日本でも東京都が東京を国際金融センターとして育てるべく「国際金融都市・東京」構想を

発表しており（東京都 2017）, サステナブル・ファイナンスに関する国際金融センターネ

ットワーク（FC4S）にも 2019 年に加盟, その後もグリーン・ファイナンスの発展に向けた

取り組みを継続している（「Tokyo Green Finance Market（仮称）」の実現に向けた検討委員

会 2021）。東京都とシティ・オブ・ロンドンは、2017 年 12 月に「東京都とシティ・オブ・

ロンドン・コーポレーションの交流・協力に関わる合意書」を締結し、交流を深めているが, 

先例に倣うという意味でも英国の事例を研究する意義はあろう。 

本論文では, 英国における産業政策としてのサステナブル・ファイナンスや環境政策の時

系列的な変化と発展に焦点をあてて論じてきたが, 金融センターとしての国際比較からど

のような強みを持つかといった点については, 十分に議論できていない。また、英国がクリ

ーンテックやフィンテックなどテクノロジーとの関係をどのように強めて施策を進めてい

るのか, といった点についても言及できていない。これらの諸点については今後の研究の課

題としたい。 

以上 
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